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本当に神奈川は住みやすいのか
あなたの納めた税金を
「生まれて・育って・住んで良かった」
誇りある神奈川に。
今日より明日はきっといいことがある。
住み続けたい神奈川を目指して。

住み続けたい街
麻生区のために

石川ひろのり

ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

約２兆2600億円の令和５年度一般会計予算案。
県税の使い方を考える。

【子ども・子育て支援】
　令和５年度、約60億円を計上し、小児医療費
の助成を市町村と一体となって支援し、通院し
た際の補助対象年齢を現行の就学前（６歳）ま
でから小学校卒業（12歳）まで引き上げます。
また、支援を必要とする子ども・家庭への取組
として約1,494億円が計上されています。具体
的には、県内私立高校等に通う家庭の経済的負
担軽減のため、年収約700万円未満の世帯及び
約800万円未満の多子世帯（15歳以上23歳未
満の扶養している子どもが３人以上いる世帯）
の授業料並びに住民税非課税世帯までの入学金
の実質無償化を継続するなどが挙げられます。
これまでも切れ目のない子育て
支援として環境整備を提案して
参りました。今後もこれらの取
組に一層尽力して参ります。

【安全で安心な街づくり】
　自助・共助の取組や中長期を見据えた減
災対策を進め、地域防犯力の強化や消費者
被害の未然防止と救済、県民と一体となっ
た交通安全運動・対策等を実施することに
より、犯罪や事故のない安全で安心なまち
づくりを推進するとしています。具体的に
は、道路・橋りょう、港湾等の整備による
緊急輸送体制の確保等に約258億円、消え
かけた横断歩道など道路標示の補修や信号
灯器のLED化など、交通安全施設の整備な
どに約55億円の予算が組まれています。

【新型コロナへの対応】
　新型コロナ感染症との共存を前提と
した「持続可能な医療提供体制」を
構築するため、必要な感染拡大防止
対策や医療提供体制の維持に取組む
として病床確保に約1,355億円、専
用窓口などの相談体制に約60億円な
ど、予算額約2,099億円が組まれて
います。

神奈川県議会は２月13日から３月15日（31日間）まで、令和５年第１回定例会が開催されています。この定例会では、令
和５年度予算が審議されています。県は昨秋、約350億円の財源不足という厳しい財政状況であると発表しましたが、税収
の上方修正や事業の見直し等の対応で予算編成がなされています。

徹底的に
現場主義

2023年度当初予算案の使いみち

人口 9,227,901人
（2023年１月１日現在）

衛生費 46,272円
総務費 44,564円
教育費 42,140円
民生費 37,533円
警察費 21,968円
土木費 11,661円
その他 40,951円

県民１人当たり
総額

245,089円

▲

ワクチンの個別・職域接種促進▲

医療機関が行う設備整備の支援▲

相談窓口（コールセンター）の運営　等

歳出総額
2兆2,616億円
（100.0％）

歳入総額
2兆2,616億円
（100.0％）

2023年度県一般会計予算案 ※項目は主なもの。１億円未満切り捨てのため、合計が一致しない場合がある

（歳出）
政策的経費
6,122億円（27.1%）

人件費
4,920億円

（21.8%）

介護・医療・
児童関係費
4,465億円

（19.7％）

税交付金等
3,204億円

（14.2％）

公債費
3,027億円（13.4％）

その他義務的経費
876億円（3.9％）

その他政策的経費
4,386億円（19.4％）

投資的経費
1,736億円（7.7％）

義務的経費
1兆6,494億円

（72.9%）

（歳入）

県債  1,278億円（5.7%）

繰入金  1,118億円（4.9％）

その他の県債
778億円（3.4％）

地方譲与税
1,783億円（7.9％）

地方交付税
1,030億円（4.6％）

その他  690億円（3.1％）臨時財政対策債
500億円（2.2％）

国庫支出金
3,389億円（15.0％）

県税
1兆3,325億円

（58.9%）

▲

防犯カメラの設置支援を拡充　

（機能強化を伴う更新等を対象に追加）▲

交通安全施設の整備の推進

犯罪や事故などのない安全で安心なまちづくり
55億1,049万円

衆議院議員
りゅう ゆうじ こ

笠ひろふみ こばりか子
川崎市議会議員 川崎市議会議員

こすず き とも

鈴木　朋子
川崎市議会議員

あまがさ裕治
私の麻生区担当秘書を務め、３期目の挑戦となる石川
ひろのりさんは真面目でまっすぐ。民間企業約20年、秘書
経験を8年間積み、「徹底的に現場主義」をモットーに県
議会議員として８年間、県に対し地域の声を訴えてきまし
た。誰を選ぶかで地域は変わる。バランス感覚と行動力を
持った石川ひろのりさんを自信を持って推薦します。

地下鉄延伸の公約を達成！
新百合ヶ丘駅周辺を活性化させること
で麻生区全体に好影響をもたらし魅力
あふれるまちづくりを推進します！！
石川さんは頼りになる人材ですので密
接に連携し市民生活向上を実現します。

石川ひろのりさんとは、これまでも教
育分野や民生委員・児童委員の課題、
信号設置など、市だけでは対応できな
い課題について連携を図り活動してき
ました。これからも暮らしやすい川崎
を目指し、連携を強化してまいります。

新型コロナの影響・ウクライナ危機の
深刻化・物価高騰など、社会は激変の
渦中。長年培った法律の知見を基に価
値観をアップデートしながら今の声を
捉え、麻生区を持続可能なまちへ。石川
さんと連携して取り組んでまいります。

国・県・市が連携して地域の政策課題に取り組んでいます。
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児童相談所体制強化について
石川】増加する児童虐待相談に迅速･的確に対応するため、
県所管域の児童福祉司等の専門職員の増員に取り組み、児
童福祉司数が平成28年度70人であったが、令和３年には
168人となったと報告があった。この168人という数値は
適正な人員数なのか。
福祉子どもみらい局総務室管理担当課長（以下管理担当課
長）】県所管域の児童福祉司の令和３年４月１日現在の配置
基準は197人となっており、配置基準に対し29人の不足と
なっている。
……………………………………………………………………
石川】配置基準はどのようになっているのか。また、令和
４年度の基準人員はどのくらいか。
子ども家庭課長】配置基準は、児童相談所所管人口４万人
に１人と規定されている。また、この基準は令和４年度か
ら所管人口３万人に１人と改定される予定となっている。
これに加え、全国平均より児童虐待件数が多い当県につい
ては、加算配置が求められる。令和４年度の配置基準は
212人となっている。
石川】増員しているとの報告であったが、実際は配置基準
に達していない現状で、さらに基準が厳しくなる。今後の
採用計画はどのようになっているのか。
管理担当課長】県としては福祉職全体で採用を行っている。
採用試験を年２回開催、職務経験や知見をもった任期付き
職員、児童心理の有資格者、福祉分野の経験者を採用する
など多様な人材の確保に努めている。
石川】県外で行われている合同会社説明会などに積極的に
参加したり、資格基準を満たしている社会福祉士や精神保
健福祉士などの中途採用なども積極的に行い、今現在の児
童福祉司への過度な負担の軽減、そして、何よりも子ども
たちを守るために、配置基準に向けた積極的な採用の取り
組みをいち早く検討するよう要望する。

県所管域の小中学校等との連携について
石川】子どもみらい局から虐待に対するSNS相談カードを
中学生、小学校１、２年生には配布したが、コロナの感染
媒介の心配等から小学校３年生から６年生には配布してい
ないとの報告があった。教育委員会も合意の上でのことか。
子ども教育支援部長（教育委員会）】現段階において小学校
３年生から６年生には配っていない。そのカード自体が教
育委員会には届いていない。
子ども家庭課長】SNS相談カードついては、コロナの感染
拡大のピークを迎えていたため、小学校３年生から６年生
には子どもみらい局として配布しないと判断し、県教育委
員会には配布のお願いはしていない。
石川】子どもみらい局の報告からはそのような解釈はでき
ない。
コロナ禍で児童虐待だけではなく、さまざまな課題が浮き
彫りになってきている。積極的に教育委員会に依頼をすべ
きであったと指摘しておく。かつ、小学校１、２年生には
配布できて、３年生から６年生への配布はコロナ媒介を理
由に遠慮してしまったということは全く理解できない。今
日、特別委員会で直接、子どもみらい局と教育委員会に質
疑を行った。早急に小学校３年生から６年生への対応を強
く要望する。

危機感をもった児童虐待対策を求める。
社会問題対策特別委員会にて質疑

危機感をもった児童虐待対策を求める。
社会問題対策特別委員会にて質疑

ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

児童虐待の対応相談件数は、全国的に増加傾向にあり、神奈川県においても令和２年度は過去最多と
なる22,093件となっていることを受け、児童相談所の体制強化、学校等との連携強化について質疑を
行いました。

子ども用SNS相談カード

再生紙を使用しています。ご記入いただきました情報は業務に限り使用させていただき、当事務所内にて適切な管理、監督を行います。

石川ひろのり

お名前

ご住所

TEL
ご意見など

石川ひろのりの活動への
ご支援（個人献金）のお願い

石川ひろのりの活動にご協力賜りたくご案内させていただきます。なお、寄付は税額控除の対象となりますので、ご相談くださいますようお願い申し上げます。

▼石川裕憲後援会　【郵便局】払込取扱票にて（口座番号 00200-7-52777）　【銀行】三井住友銀行 新百合ヶ丘支店  普通  口座番号 6902358

ボランティア
スタッフ募集

石川ひろのり事務所では随時ボランティアスタッフを募集しています。広告用チラシ折り、ポスター掲示、街頭演説の
お手伝いなど短時間でもかまいません。皆様のご支援とご協力をお待ちしています。 ▼連絡先：TEL 044-455-6611

石川ひろのりの活動報告・委員会質問など詳しくはHPまたはFacebookにてご覧いただけます。

石川ひろのりへの
ご意見・ご質問をお待ちしております。

FAX 044-455-6614

1968年11月3日生まれ　横浜市出身。旅行会社、飲食業を約20年間経験。「行政とはサービス業である」との言葉に感銘を受け、37歳で衆議院議員
岩國哲人事務所へ転職。その後、参議院議員公設秘書を経て、政策秘書資格を取得し参議院議員政策秘書を務める。衆議院議員 笠ひろふみ秘書を経て、
2015年4月神奈川県議会議員に初当選（現在２期目）。麻生区在住。引きこもり支援相談士。
趣　　　味：ジョギング（湘南国際マラソン大会・横浜マラソンなどに出場。自己べスト記録 3 時間29 分28 秒）　　家族：妻、子供一人
好きな言葉：「石の上にも３年」初めて社会人になる時に父から言われ「どんなに苦しくても耐えること。そこで初めて全体が見える」という言葉を今で
も忘れない。

プロフィール

石川ひろのり

石川ひろのり これまでの活動報告

子育てを応援
　「病児保育問題」「休日保育の取組みについて」「保育士確保」など、
女性の社会進出、ひとり親家庭の増加に伴うさまざまな問題を他県
の好事例を挙げて質問し、提案を重ねてきました。働く親にとって
子どもを安心して預け、育てられる環境づくりを要望してきました。
………………………………………………………………………………
教育支援
　「コロナ禍における県立高校の学校説明会」「生徒のためのスクー
ルキャリアカウンセラー待遇改善」「児童虐待対策としての学校連携
強化」等について質問。コロナ禍で学校選択充実のため全県立学校
での紹介動画の配信を提案し実施されました。また、子どもみらい
局と県教育委員会の連携を強化し、学校がプラットホームとなる児
童虐待対策の早急な対応も粘り強く求めています。
………………………………………………………………………………
高齢者世代を支える
　「民生委員の担い手確保」「今後の公共交通施策について」など質
問。高齢者の単身世帯化、免許返上などの理由による日常生活の不
便を解消すべく、今後、公共交通の貧弱化が進まないよう市町村と
連携した支援を要望してきました。民生委員については、根本的な
業務内容の見直しや依頼内容の整理を求め、知事より「国に対して
要望し負担軽減に取組んでいく」との答弁がありました。今後も粘
り強く提案を続けて参ります。
………………………………………………………………………………
横浜市営地下鉄３号線延伸
　初当選以来要望を続けてきた「横浜市営地下鉄３号線のあざみ野
駅から新百合ヶ丘駅までの延伸」は事業化が決定し、2030年ごろ
の開業を目指すとしています。需要予測は８万人/日。沿線の活性
化や新駅周辺の街づくりに弾みがつきます。今後も早期実現に向け
て尽力して参ります。

議会活動議会活動
地域要望
　栗木台「横断歩道の引き直し」、片平「カーブミラー
設置」、「百合丘駅前信号機　渋滞対策」など、地域
のさまざまなお困りごとやご要望を解消すべく、現
地調査、解決に向けた話合いなどを行ってきました。
……………………………………………………………
地域行事
　この３年間、コロナの影響等により行事は少なくなり
ましたが、伝統行事である「どんど焼き」や３年ぶりに
開催された「あさお区民まつり」では実行委員会顧問と
して行事に参加させていただきました。地域行事の
中で、直接皆さまからたくさんのお声を伺うことができ
ました。これからも安心・安全な街づくりの為、皆さまの
声を政治（議会）の場へ届けて参ります。

地域活動「地域の声を政治の場へ」　地域活動「地域の声を政治の場へ」　

議会レポート、タウンニュースのバックナンバー・
委員会質問など詳しくはHPまたはFacebookにてご覧いただけます。

　地域の皆さまに直接、議会の報告
をする為に、初当選以来８年間麻生
区内の各駅にて通勤・通学時間帯を
中心に、県議会レポートをお配りし
ながら街頭活動を行って参りました。

議会の報告を地域の皆さまへ議会の報告を地域の皆さまへ

　秘書時代、「地域の声が政
治の場に届いていない」とい
うお話を皆さまから伺ったか
らこそ、県議会で石川ひろの
りが何を質疑し、知事や行政
の回答はどうだったのかを皆
さまにしっかりとお伝えした
いという想いで、２期８年間
で通常版29号および特別号
16号、合計45号の県議会レ
ポートを作成して参りまし
た。今後もこの想いを大切
に、県議会レポートを発行し
て参ります。

県議会レポート県議会レポート

……………………………………………………………………………

駅頭・街頭活動

●2020年  Vol.19「協力金、補助金の迅速な支払いを要求！」予算委員会にて質疑
●2021年  Vol.21  過去最大となる2兆484億円の令和3年度一般会計予算成立。
●2022年  特別号  新型コロナウイルスを想定した「新しい生活様式」に向けた取組について　代表質問に登壇
●2023年  特別号「新型コロナウイルスとの共存」これからのかながわについて　一般質問に登壇
　　　　　　　　　など、全45号（通常版29号　特別号16号）を発行

バックナンバー

石川ひろのり
ホームページ

………………………………………………………………………………

タウンニュースタウンニュース
　「地域の声」を伺い、議会で質疑を行い、その結果を駅頭・街頭
活動、議会レポートなどを通じて報告をする。このことが議員として
の責任であると私は考えます。そして、より多くの方に議会のご報告
を知っていただくために、タウンニュースへこれまで45回の寄稿を続
けてきました。地域行事へ参加の際には、記事を読んでいただいた
方よりご意見などを伺う機会も幾度となくありました。そして、その
ご意見をまた政治の場に届ける。この繰り返しを続けることによって、
地域の皆さまが「今、行政に行ってほしいこと」と「行政が進めた
い事業」のすれ違いが減っていくのではないでしょうか。だからこそ、
これからも私の信条である徹底的に現場主義を貫きます。

●2019年  8月  Vol.25「生徒に向き合う時間確保のための改革を」
●2020年  7月  Vol.28「新型コロナとの共存」代表質問で質疑
●2021年10月  Vol.35「コロナ禍の学校選択充実のために」
●2022年12月  Vol.43「コロナ出口戦略を見据えた施策」を求める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など、全45号を寄稿
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県議会控室石川ひろのり事務所
〒215-0011 川崎市麻生区百合丘1-5-4 米山ビル202
TEL 044-455-6611　FAX 044-455-6614

〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 神奈川県庁新庁舎7階
TEL 045-210-7650　FAX 045-210-8933

http://www.hiro-ishikawa.jp/

本当に神奈川は住みやすいのか
あなたの納めた税金を
「生まれて・育って・住んで良かった」
誇りある神奈川に。
今日より明日はきっといいことがある。
住み続けたい神奈川を目指して。

住み続けたい街
麻生区のために

石川ひろのり

石川ひろのり 決算特別委員会質問にて質疑
外国人観光客誘致事業について

この事業について、ラグビーワールドカップ、オリ
ンピック・パラリンピック開催に向けて、平成30
年度は約２億３千万円余、この３年間の合計では約
５億円の県税が使われている。そして、平成31年
度はさらに増額され２億６千万円の予算が執行中で
ある。県は外国人宿泊客増加のため1,000本のツ
アー作成などの取組みを行ったが、ラグビーワール
ドカップが盛り上がった中でも、私が調べたかぎり
では、県内外国人宿泊客数が伸びた実感がない。現
時点でどのように捉えられているのか。

現在、総括的な統計については、国、観光庁から
データが届いていない。ラグビーワールドカップ
期間中、横浜を中心に主要宿泊箇所に定期的にヒ
アリングをかけている。川崎市内、厚木市内のホ
テルでは欧米系を中心に外国人観光客が増加した
と聞いている。また、横浜、箱根でも同様の報道
もある。一方、「平日の宿泊が弱い」「東京都へ宿泊
が流れてしまった」など期待した効果がないとい
う話もあった。

この事業は、当初からラグビーワールドカップを観
戦に来る外国人観光客は滞在期間も長期になること
から、神奈川県に宿泊し県内を周遊してもらうため
の事業である。そして、宿泊客が増えることによっ
て県内の経済に大きく波及効果があり、県経済が活
性化されるとの説明が何度もあった。その中で、
1,000本ツアー作成に対し「本数ありきではなく、
質(中身)が大事である」と私は何度も指摘してき
た。しかし、３年間で約５億円の県税を使い、県内
市町村と連携し新たな観光地も発掘しながら1,000
本のツアーを作ったが、旅行会社が実際に利用して
いるツアーは200本ぐらいと報告があった。どれだ
けの外国人観光客がツアーに参加したのか。

1,000本のツアーについては、ウェブ、旅行会社
の商談会で発表しているが、何人の外国人が来た
かという正確な数は把握できていない。また、商
品化した約200コースの販売状況を旅行会社へヒ
アリングをしているが企業秘密とのことで、数字
については報告いただけない状況である。

これまで、1,000本の意義や費用対効果について
何度も質疑を重ねてきたが、結局、これだけの県
税と時間と人をかけてツアーを作ったにもかかわ
らず、このツアーを使った外国人観光客の来県者
数は不明、状況の把握も出来ていないという、こ
れが事実なんです。

県が行っている外国人観光客実態調査と絡めて観
光地の訪問者数把握を行うべきではないのか。

この調査については、外国人に対して意見を聞く
場として非常に貴重な調査である。今後、改善し
意見を伺い、現状を把握していくツールにしてい
きたい。

この答弁を聞いて県民の方に本当に理解、納得し
ていただけるのか私は疑念を持っている。来年の
オリ・パラ大会に向け今年度も約２億５千万円の
予算を計上し、同じ理由でできなかったでは済ま
されない。早急に対策を講ずるべきではないか。

ご指摘のとおり、しっかりと県民の皆様に結果が
分かるような形で説明責任を果たすことは基本だ
と考える。ラグビーワールドカップの結果を早急
に分析し、オリ・パラ大会に向けて、どう対応を
打っていくのか、客観的にお示しできる形で分析
をし、次につなげていきたい。

県民に対しては、その事業の費用対効果や県民還
元が明確に求められる。民間にできる事業は民間
に任せるなど、厳しい財政だからこそ、もっと県
民生活に密着した事業を優先するよう、県税の在
り方をを見直すべきと指摘しておく。

県立特別支援学校スクールバス介助員について

県立特別支援学校のスクールバス運営費において、
平成30年度のバス運行業務委託決算額が委託台数
110台で約10億円、今年度は６台増車されて予算
額が約13億５千万円となっている。１台当たりに換
算すると平成30年度は907万円、31年度は1,163
万円と約250万円増加している。理由は何か。

バス車両本体の調達価格及び運転手の賃金の上昇、
スクールバス介助員を含めた業務委託に順次変更
しているため、更新分における介助員費用の増加
が主な理由となっている。平成30年度は介助員を
含む業務委託は51台、平成31年度は介助員を含む
業務委託が84台となっている。この委託により学
校現場における管理事務量が削減された。

バス運転士はもちろん、介助員の方も同じ方が長
く勤められ乗車されることで、さまざまな障がい
を持つ児童・生徒、その保護者が安心して通学す
ることができると考える。しかし、最近の求人誌
のバス介助員募集を見ると、求人内容が週2、3日
からＯＫ。資格、経験不要。時給1,050円からと
いう契約社員・パートなどという形での募集が複
数ある。この求人をどう認識しているか。

そのような募集がなされていることは承知してい
る。その後、県仕様書に基づいて適正な介助員の
選択がされていると認識している。 

バス介助員について、民間に委託して民間の活力
を導入することは否定しない。しかし、当初の目
的である競争力が高まりサービスが向上したのか。
また、介助員に係る費用が下がったのか。全体の
検証を要望する。

介助員を委託することによって、介助員の賃金や
社会保険料、あるいは勤務時間の割り振り等の業
務が軽減されたというメリットがある。一方、石
川委員ご指摘のとおり、子どもたちにとってどう
かという点が一番大切だと考える。行政サービス
の向上とコストの削減。どういった形が最終的に
子どもたちに良いのかをしっかりと検証していく。 

農業の担い手不足について

農業の担い手不足が長年言われ続けており、その
理由として県西地域よりも川崎、横浜の就農希望
者が多いという課題があった。しかし、他県と比
較したときに、県西地域の魅力は決して引けをと
らない。かながわ農業活性化指針では、令和８年
までの担い手確保の目標数値も掲げられているが、
就農促進事業において積極的に県西地域をＰＲす
ることにより、神奈川全体の担い手不足の解消に
つながるのではないか。さらなる事業内容の検討
が必要ではないか。

現状、県西地域の就農率が低くなっている。その
中でも、横浜市に住んでいた方が中井町や相模原
市に移住をして就農する方も出てきている。移住
を伴う就農については、地元の市町村の支援も重
要と考え、小田原市や綾瀬市、愛川町などで就農
者に対する支援が行われている。県として、市町
村や農業委員会、農協などの関係機関とも連携し
市町村の支援策、就農希望者の意向を確認しなが
ら就農支援を行っていきたい。
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インバウンド担当課長

インバウンド担当課長

観光部長

農政部長 

国際文化観光局長

特別支援教育課長

特別支援教育課長

教育局長 

徹底的に
現場主義 県税の使い方を考える

主な質問

ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

その他「公営企業会計について」「福祉タクシー
車両導入補助について」「高等学校奨学金につい
て」等質問しました。

今後の新型コロナ対策について
　　　２年以上にわたる長期間、新型コロナ感染
症対策を行っている。これまでの医療体制などに
ついて、どのような形で振り返り、整理・分析に
つなげているのか。また、今後より効果的で迅速
な体制を整えるためにこれまでの総括が必要と考
える。
　　　　　　　これまで医師会や病院協会など関
係団体と連携調整し、さまざまな医療体制「かな
がわモデル」を発信してきた。振り返り、分析、
検討についてはこのような関係団体等の意見を伺
いながら内容をさらに発展していく。また、これ
までの効果検証を行うとともに、その時点で流行
している新型コロナの変異株の特徴を捉え対応し
ていく。
…………………………………………………………
　　　現在の感染者数に対応するだけではなく、
先を見据えた方針が必要と考える。また、さらに
その先の今後新たな感染症に対する基本計画を作
成し、次の大きな波を見据えた対応をしていく必
要性と緊急時には即時に対応できる体制構築の検
討が必要と考える。
　　　この１年間、県では変異を続け感染爆発を
起こしてきた感染症に対し、時々の変異株の特性
に応じて命を守る戦いを続けてきた。第５波では
園児・児童等のいる家庭への抗原検査キットの配
布、第６波では、自主療養の仕組みなどを構築し
た。今後もこれまでのさまざまな経験により構築
された「かながわモデル」をしっかりと運用して
いく。感染症に対する基本計画については、次期
保健医療計画は新興感染症を念頭に置いた医療機
関の役割分担、医療人材の育成などを盛込んでい
く必要がある。さらに、緊急時にはすぐに対応で
きるよう民間の力を借り、迅速、柔軟に対応でき
る体制の構築を進めていく。
…………………………………………………………
　　　医療体制の構築は今後の経済を回していく
中でとても重要である。しかし、これまでのまん
延防止措置内容が本当に感染拡大防止につながっ
ていたのか。この措置を出さなかった県と比較す
るなど、しっかりと実態や費用対効果を検証し今
後に活かすよう要望する。

ポストコロナを見据えた
経済施策観光業支援について

　　　観光施策について議論を重ねてきた中で、
県当局から、観光業は裾野が広く、本県経済にお
いて重要な役割を担うことが期待されている旨の
報告を何度も伺った。今回、長引く新型コロナ対
応で、裾野が広いと言われる観光業では、どのよ
うな業種でどのような影響が出ているのか。
　　　　　代表的な宿泊業と旅行業で報告させて
頂く。国の調査によると宿泊業において本県の延
べ宿泊数は、コロナ禍前の令和元年は約2,400
万人だったが、令和3年は約1,500万人と概ね4
割減となっている。旅行業については、主要旅行
業者の旅行取扱状況年度総計によると、全国ベー
スの取扱額は令和元年度は約4兆6千億円、令和
2年度は約1兆円となっており約8割減となって
いる。
…………………………………………………………
　　　オリンピックの無観客、新型コロナ対応の
長期化の影響など、かながわグランドデザインの
当初指標の数値に達しないことが推測される。
これまでの観光施策をどのように整理し、総括し
ているのか。また、観光業の支援、経済のエンジ
ンを回すための質を上げる観光施策が必要と考
える。
　　　　　　　　  観光振興計画において観光消
費額総額を最も重要な指標として位置付けてき
た。コロナ禍で令和２年度は目標の５割程度と
なっているが、令和元年度はほぼ目標を達成し
ていることから、観光の質と量ともに充実させ
るという方針は適切であったと考える。そして、
コロナ禍で観光の量の本格的な回復を見通せな
い中では、これまで以上に質の向上に取り組む
必要がある。そこで令和４年度当初予算案では、
高付加価値コンテンツ開発の推進や観光客受け入
れ環境整備事業の拡充など観光の質の更なる向上
に取組むこととしている。また令和４年度新た
な観光振興計画策定を予定しており、観光の質
の向上のさらなる検討を深め地域経済の活性化に
つなげていく。

県立学校施設再整備計画
（新まなびや計画）の現状について
　　　新まなびや計画は費用が概ね1,500億円、
12 ヶ年の長期にわたる計画であるにもかかわら
ず、期間途中の見直しを検討する旨の記載がな
い。7年目となる時点で費用は1,170億円とのこ
とだが、残り5年で330億円との計算となる。
今後の事業計画との整合性をどのように整理して
いるのか。
　　　　　　　新まなびや計画は平成28年度か
ら令和９年度までの３期12年間の計画である。
計画の中で優先して取り組んでいる耐震対策やト
イレ洋式化などの環境改善については、令和５年
度までに完了する計画としている。耐震対策は老
朽化対策とセットで行うこととしているほか、仮
設校舎の設置費用も必要となり、計画後半（令和
６年度以降）に行う体育館や武道場など総合的な
老朽化対策よりも工事費が高くなる。そのため、
執行額も計画前半が多くなると認識している。
…………………………………………………………
　　　計画後半（令和６年度以降）に体育館や武
道場などの耐震化対策を行うとのことだが、生徒
にとって校舎の安全性はもちろん、学習環境はと
ても大切である。また、教職員の職場環境整備と
いう観点からも同様である。改めて、新まなびや
計画の折り返しの年となるが、教育長の計画に対
する所見を伺う。
　　　　県立学校は昭和40年代後半からの高校
100校新設計画により建設された学校、校舎が
多いことから、耐震基準が強化された昭和56年
以前の建物が多く、これまで耐震対策が大きな課
題であった。教育委員会では耐震対策を最優先課
題と位置づけ整備に取り組んできており、令和５
年度までには概ね完了する見込みとなっている。
令和６年度からの総合的な老朽化対策を含め、引
き続き、児童生徒、教職員の安
全で良好な学習環境、職場環境
の確保を行い、新まなびや計画
の着実な推進を進めていく。

主な質問

その他、「ポストコロナを見据えた経済施策農畜水産業支
援」「再委託等の透明性の向上に向けた取組」についてな
ど質疑を行いました。

今後の新型コロナウイルス感染症対策についてなど質疑
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ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう
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